
公益財団法人高知県農業公社 農地中間管理事業規程 

 

 

 

（総則） 

第１条 この規程は、公益財団法人高知県農業公社（以下「県公社」という。）が、農地中

間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号。以下「法」という。）に規

定する農地中間管理事業の業務の実施に関し必要な事項を定める。 

２ 県公社は、県、市町村、県農業会議、農業委員会、農業協同組合、農業協同組合中央会、

農業協同組合連合会、土地改良区、県土地改良事業団体連合会その他農業に関する団体及

び公庫等と連携し、実質化された人・農地プランの内容を尊重して農地中間管理事業を推

進するものとする。 

 

（農地中間管理事業を重点的に実施する区域の基準） 

第２条 県公社が、農地中間管理事業を重点的に実施する地域は、人・農地プランが実質化

され、地域ぐるみで農地利用の集積・集約化を進めようという機運が生じている地域など、

農地中間管理事業が効率的かつ効果的に実施され、農用地の利用の効率化及び高度化を

促進する効果が高いと見込まれる地域とする。 

 

（農用地等の借り受けを希望する者の募集に関する事項） 

第３条 県公社は、原則として市町村又はこれより小さい区域（以下「対象地域」という。）

ごとに年１回以上、当該対象地域の農用地等の借り受けを希望する者（以下「借受希望者」

という。）を募集し、その情報を整理公表するものとする。 

 

 

（農地中間管理権を取得する農用地等の基準） 

第４条 県公社は、借受希望者の応募数や応募内容その他地域の事情などから貸し付けが

見込めると判断される農用地等について、当該農用地等の農地中間管理権を取得するも

のとする。 

２ 県公社は、農用地等として利用することが著しく困難な農用地等として次に掲げるも

のについては、農地中間管理権を取得しないものとする。 

 （１） 農業委員会による利用状況調査において再生不能と判断されている荒廃農地 

 （２） 用排水や接道がない狭小地や傾斜地であるなど、農用地等として利用することが

著しく困難であることが形状又は性質から明らかであり、かつ、土地改良事業等によ

る利用条件の改善の予定がされていないもの 

 



（農地中間管理権の取得の方法） 

第５条 県公社は、農用地等の所有者からの申し出により農地中間管理権の取得について

協議を行うものとする。 

２ 県公社は、農用地の利用の効率化及び高度化の促進を図るために特に必要があると認

められる場合には、農用地等の所有者に対し農地中間管理権の取得について協議を申し

入れるものとする。 

３ 県公社は、前２項の協議における合意に基づき当該農用地等の農地中間管理権を取得

するものとする。 

４ 農地中間管理権の取得に当たっては、土地改良法第 87条の３第１項の規定による土

地改良事業（以下「機構関連事業」という。）が行われることがあることについて、所有

者に対し書面の交付により説明を行うものとする。 

５ 県公社は、利用意向調査によって県公社への貸付けの意向が示された遊休農地や、県

公社と協議すべき旨の勧告を受けた遊休農地について、雑草・雑木、土石の除去等の遊

休化の解消に向けた措置が講じられれば借受希望者への貸付けが行われると見込まれる

場合には、農業委員会と連携し、当該遊休農地の所有者等に対して必要な措置を講ずる

ことを促すものとする。 

 

（農用地利用配分計画の決定の方法） 

第６条 県公社は、地域農業との調和及びその健全な発展に資することを旨とし、地域の実

情に即しつつ、農用地等の所有者及び借受希望者のニーズを踏まえ、第３条の規定により

公表した借受希望者の中から、公平かつ適正に農地中間管理権を有する農用地等の賃借

権又は使用貸借による権利の設定又は移転（以下「賃借権の設定等」という。）を行う者

の選定及びその変更を行うものとする。 

２ 県公社は、知事への農用地利用配分計画の認可申請や市町村の農用地利用集積計画へ

の同意協議に当たっては、借受希望者の募集、地域農業者の協議の場、戸別訪問、電

話・メール・インターネットその他の方法を通じて、あらかじめ利害関係人の意見を聴

くものとする。 

 

（農用地等の賃貸借等を解除する場合の期間の基準） 

第７条 県公社は、農地中間管理権を取得後２年間を経過してもなお賃借権の設定等を行

うことが見込めない農用地等については、当該農用地等の農地中間管理権に係る契約等

を解除するものとする。 

  



（農用地等の利用条件の改善を図るための業務の実施基準） 

第８条 県公社は、農地中間管理権を取得している農用地等について、対象地域の借受希望

者の応募数や応募内容その他地域の実情などから、次のいずれにも該当するときに農用

地等の利用条件の改善を図るための業務（以下、「利用条件改善業務」という。）を実施す

るものとする。 

（１） 当該農用地の農地中間管理権が 10年以上の期間を有し、当該農用地の所有者が

利用条件改善業務の実施を望むとき。 

（２） 利用条件改善業務を実施することにより、当該農用地等の貸借権の設定等が確実

に行われると見込まれるとき。 

（３） 利用条件改善業務を実施することが、地域農業の健全な発展に資すると見込まれ

るとき。 

 

（農地中間管理事業に関する相談又は苦情に応ずるための体制に関する事項） 

第９条 県公社は、相談又は苦情に応ずる窓口を設置するものとする。 

 

（業務委託に関する事項） 

第１０条 県公社は、農地中間管理事業に係る業務のうち委託することが適当なものにつ

いて、適正に実施できると認められるときには、市町村、農業協同組合、民間企業等に対

して内容を明確にして業務委託するものとする。 

 

（研修事業） 

第１１条 県公社は、農地中間管理権を取得した農用地等において、新規就農希望者（農

業後継者を含む。）及び新たな分野の農業を始めようとする農業者（以下「新規就農希望

者等」という。）に対する農業の技術又は経営方法を実地に習得させるための研修の事業

を行うことができる。 

２ 県公社は、研修事業を円滑に行うために必要があると認めたときは、当該研修の用に

供する農用地等について、新たに農地中間管理権を取得するものとする。 

３ 研修の実施期間は、新規就農希望者等の年齢、農業の技術等の習得状況に応じおおむ

ね２年以内とする。 

４ 本事業は、新規就農相談センター、農業振興センター、県農業大学校、県農業会議、

市町村、農業委員会、農業協同組合、地域の農業事情等に精通した農業者等と連携して

行い、新規就農希望者等が農業の技術等を効率的に習得することができるよう努めるも

のとする。 

  



（不適正な事案が生じた場合の対応） 

第１２条 県公社は、農地中間管理事業の実施に当たって、個人情報の漏えいや賃料の誤

収受等の不適正な事案が生じた場合には、事実関係の調査や原因究明、影響範囲の特

定、影響を受ける可能性がある者への連絡、再発防止策の検討・実施・公表等を適切に

行うとともに、速やかに県に報告し、必要に応じて指導を仰ぐこととする。 

２ 県公社は、前項の発生事案に係る対応状況や再発防止策等について、直近の農地中間

管理事業評価委員会に報告し、評価を受けるものとする。 

 

（雑則） 

第１３条 この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

附則 

この規程は、平成 26 年４月１日から施行する。 

 

附則 

この規程は、令和元年１１月１日から施行する。 

 

附則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附則 

 この規程は、令和３年４月１日から施行する。 


